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• 本日ご説明する文書は、双葉町には告げられて
いないので、公文書ではないが、原子力安全・
保安院が、何らかの意図に基づき作成されたも
のと、原告は受け止めています。

• 本文には、至る所に、発電所周辺自治体に、事
故時の責任が在るような記述になっています。

• この文書を、双葉町に示し、合意あるいは同意
を得ていればこのような表現にしても良いが、私
（双葉町長として）は、認めていません。

• 作者らは、本件事故時の初期対応を果たさず、
職場放棄したことが、姿、名前を変えても責任を
回避できるものではないと考えています。
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写真右は、平成２２年 １０月２１日 浜岡原発防災訓練において、官
邸危機管理センターで、大畠経産大臣から、緊急事態宣言（案）を伝

達される前。
写真左は、菅総理が原子力緊急事態宣言を発出しているところ。

この経験を、５か月後に起きたフクシマの原発事故では、何も準備が
無かったと嘯き、経験を忘れたふりをして、勝手にシナリオと実績を葬
り、我々、発電所周辺の自治体を排斥し、加害者東電と歩調を合わせ、
さまざまな無理難題を国民に押し付けた極悪人と、私は呼んでいる。
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歴代の総理大臣は、緊急事態宣言発出と同時に、ＥＰＺの決まりに
従い、８～１０ｋｍ以内の住民に避難指示を出していました。官邸
に原子力災害対策本部を立上げ、同時に政府現地災害対策本部
を立ち上げて、現地本部長に、政府本部長の権限の一部を委嘱し、
公示しました。しかし、この人は、このような事を行うことなく、独善
的に事故対応を行い、写真に在るようなことは行っていません。
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フクシマの事故の１年前には、このような事を語っておきながら、フクシマではこ
の場面を見たことがありません。「区域内の住民及び周辺住民に対して情報提
供」を受けたことはありません。むしろ、隠しながら、ベントを強制し、原災法第１５
条通報から１３時間も遅れて、１０ｋｍの避難を指示するという、犯罪的な懈怠（な

まけること、怠ること）を働いた。

過去の総理大臣は、原子力災害対策マニュアルに準じていたが、この人だけが、
例を無視して、独裁を揮った。１年前の訓練では、マニュアルのとおり（写真のと
おり）行っていたのだから、知らなかったという言い訳は通じない。単にパフォー
マンスだけだったのか、誰かの指示が有ったのか分からないが、犯罪だと考えて

いる。
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浜岡ＯＦＣ 御前崎市

静岡県庁官邸危機管理センター

官邸危機管理センターには、県庁、オフサイトセンター、
立地自治体と繋いだテレビネットワークがあります。

しかし、福島では使いませんでした。

6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44

BCPとは、企業・組織を守ること
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BCPについて一言

（ビジネス）を（継続）する（プラン）

これが、被害者を阻害してまで、東京電力を守り、

国民に、事故処理費用を負担させていた。

この反対に、事故・災害被災者生活継
続計画（PCP）を作らなければ、公平性が著し
く侵されていることになるので、国民がこれに気付
き、集い、声を挙げなければならないでしょう。

（国民生活）を（継続）させる（プラン）＝PCP
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本日、コロナ禍の最中、私ごと、口頭
弁論に、ご参加下さいました皆様に、
心から感謝申し上げます。
どうぞ皆様におかれましても、御身を大切にしてく
ださい。

さて、ここまで、ご説明しましたことは、原子力安
全・保安院は、原発事故について、細部に至る検
討をしていたことが分かりました。

従って、本件事故は想定外ではありません。

れっきとしたウソ・偽りの犯罪です。
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